別記様式第１号（第１条関係）
木材製造高度化計画に係る認定申請書
　　                                                        　　年　　月　　日
　農林水産大臣名　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
住所
名称及び
代表者の氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（個人の場合は氏名）　　　　　　　　印　
公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律第１０条第１項の規定に基づき、別紙の計画について認定を受けたいので、申請します。
（備考）
　　　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とし、記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。
（別紙１）
１　木材製造の高度化の目標
２　木材製造の高度化の内容
　　ア　具体的な実施内容
　　イ　木材製造の高度化に関する年度別計画
(単位：ｍ3)
	製造される
木材の種類
	                          木材の製造量

	
	直近期末
（　年度）
	１年後
（　年度）
	２年後
（　年度）
	３年後
（　年度）
	４年後
（　年度）
	５年後
（　年度）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


３　木材製造の高度化の実施期間
　　　　平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで
４　公共建築物の整備の用に供する木材の製造の用に供する施設の種類及び規模（当該施設を整備しようとする場合）
　（別紙２）
５　当該施設の位置、配置及び構造（地域森林計画の対象となっている民有林において当該施設を整備するために開発行為をしようとする場合）
　（別紙３）
６　木材製造の高度化を実施するために必要な資金の額及びその調達方法
  （別紙４）
７　その他木材製造の高度化を実施するための重要事項

（別紙２）
　公共建築物の整備の用に供する木材の製造の用に供する施設の種類及び規模
	施設の種類

	施設の規模・能力等

	施設の所在地

	全体事業費（単位：千円）

	
	
	
	
	年度

	年度


	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


(注)１　施設の種類については、製材施設、乾燥施設、プレカット施設、集成材加工施設、流通拠点施設等の別を記載すること。
　　２　施設の規模・能力等の単位については、該当する施設に応じた適切な単位を使用すること。（t／年など）
（別紙３）  
　公共建築物の整備の用に供する木材の製造の用に供する施設の位置、配置及び構造
                                                             　　　　
	所在場所
	開発行為に係る　
森林の土地の面積

	施設の配置

	施設の構造

	開発行為の着手
及び完了年月日

	備考


	市町村
(郡)
	字
(大字)
	地番

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


(注)１　開発行為に係る森林の土地の面積については、当該面積を実測し、ヘクタールを単位として、小数点以下第４位まで記載すること。
２　開発行為を行うことについての行政庁の許認可その他処分を必要とする場合には、その手続の状況を備考欄に記載すること。

（別紙４）
　木材製造の高度化を実施するために必要な資金の額及びその調達方法
                                                                                      　（単位：千円）
	年度

	使途項目

	調　達　先

	
	
	補助金・委託費等
	政府系金融機関
	民間金融機関
	株式、社債等
	自己資金

	その他

	合計

	備考


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　補助金・委託費等及び金融機関からの借入れについては、計画申請時点における予定を記載すること。
　　 ２　林業・木材産業改善資金を利用する場合には、「その他」の欄に記載すること。 
